
１．平成25年度予算の執行状況（平成26年３月31日現在）

※一般会計とは？

（単位：千円）

※主な歳入の内容

（単位：千円） ※主な歳出の内容

総務費

教育費
学校や生涯学習、スポーツ、芸術文化の振興
など、教育に係る経費

公債費

感染症予防やごみ処理など、市民の健康で衛
生的な生活環境を保持するための経費

予算額

27,080,270

世帯

地方自治法第243条の３第１項及び海
南市財政状況の公表に関する条例の定め
るところにより、市の財政状況を次のと
おり公表します。

海南市長　神　出　政　巳

平成26年3月31日 現在

人口 54,597 人 　海南市の財政世帯数 22,600

101.19 ｋ㎡ 平成26年5月1日

※人口及び世帯数は住民基本台帳による。

　平成25年度各会計予算の執行状況は次のとおりです。なお、数値には前年度繰越額を含めています。

国庫支出金
予算額

面積

一般会計

100%
県支出金

県が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

27,080,270

全国的に一定の行政水準を保障するため、地
方公共団体間の財源の偏りを調整し、国から
交付される資金

地方交付税

市税
市民税（法人・個人）、固定資産税、市たば
こ税、軽自動車税など

国が使いみちを特別に指定して地方公共団体
に交付する資金

市債 財務省や銀行などからの長期借入金

その他
地方消費税交付金、使用料及び手数料、財産
収入など

　地方公共団体の基本的な経費、重要な経
費を計上している会計をいいます。

民生費

衛生費

その他

消防費

障害者・高齢者・児童のための福祉、生活保
護関係など、市民の一定水準の安定した社会
生活を保障するために必要となる経費

企画調整や財務、財産管理、戸籍、徴税な
ど、市政の全般的な管理に必要な経費

土木費
道路や橋梁、河川、市営住宅などの建設・維
持管理に必要となる経費

100%

災害復旧に必要となる経費、予備費

商工業の振興や観光事業に係る経費

農業や林業、水産業の振興に係る経費

議会の活動に係る経費

農林水産業費

消火活動や火災予防、救急保護など、災害に
よる被害の軽減に係る経費

商工費

議会費

市債の元金及び利子、一時借入金の利子など
の償還金

7,666,367 

4,985,127 

4,024,275 

3,438,362 

2,463,015 

2,046,684 

1,027,086 

907,624 

289,648 

180,956 

51,126 

(6,914,676) 

(4,550,376) 

(2,588,121) 

(3,396,649) 

(1,122,089) 

(1,716,582) 

(781,511) 

(679,196) 

(277,617) 

(127,791) 

(26,406) 

民生費 

総務費 

衛生費 

公債費 

土木費 

教育費 

消防費 

農林水 

産業費 

議会費 

商工費 

その他 

歳出 
予算額 支出済額 

7,361,352 

5,977,700 

5,857,566 

3,067,807 

1,564,374 

3,251,471 

(7,198,913) 

(2,326,800) 

(5,911,577) 

(2,612,620) 

(975,191) 

(2,898,588) 

市税 

市債 

地方交付税 

国庫支出金 

県支出金 

その他 

歳入 予算額 収入済額 

収入済額 
21,923,689 

81% 

支出済額 
22,181,014 

82% 
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（単位：千円）

※特別会計とは？

２．市民負担の状況

（１）市税負担額 （２）市民のために使われる経費

※主な市税の内容

　

商工費
所有する軽自動車、自動二輪車、原動機付自転車など
に対して課税される税金

教育費

土木費

公債費

18,812

31,732

213,618

16,015 17,106

6,319,511
後期高齢者医療特別会計

法人市民税

市民の前年中の所得をもとに課税される税金

152,140

175,343

固定資産税
所有する土地や家屋、償却資産に対して課税される税
金

円

円

32,924

　平成26年3月末の予算額で見ると、市税の予算額は、7,256,652千円（滞納繰越分と国有資産等交付金を除
く）となっていますので、市民１人当たり132,913円、１世帯当たり321,091円となっています。
　また、市民のために使われる経費は、26,032,612千円（歳出予算額から前年度繰越額を除く）で、市民１人
当たり476,814円、１世帯当たり1,151,885円となっています。
　なお、市民のために使われる経費は市税負担額を超えていますが、足りない分は地方交付税や市債、国県支出
金などでまかなわれています。

円

663 円 1,601 円

軽自動車税

円

339,127

税目

港湾施設事業特別会計

介護保険特別会計

371,541

市民１人当たり

円

21,599

214,085

140,379130,796

１世帯当たり

642,934

特別会計

377,547

5,720,174

簡易水道事業特別会計

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

13,512地域排水処理事業特別会計

14,350

固定資産税

合計 321,091

54,142 円市民税

円

総務費65,846 円 円

衛生費

円

予算額 収入済額
国民健康保険特別会計
会計名

1,411,374 1,352,615

支出済額
7,600,494 6,343,448

その他 円

円円132,913

円

円

円476,814 1,151,885

3,314 円 8,007

都市計画区域の用途地域内に所有する土地及び家屋に
対して課税される税金
（公園・道路・下水道などの都市計画事業、土地区画
整理事業などに充てられます。）

円159,071 91,109 220,101

86,033

製造たばこの製造者や卸売業者などが市内の小売業者
に売り渡した「たばこ」に対して課税される税金

円 円

45,446市
民
税

個人市民税

そ
の
他

市たばこ税

　特定の目的のために設けられた会計をい
います。また、病院事業、水道事業は公営
企業会計といい、地方公営企業法に基づ
き、独立採算を原則として設置された会計
で、特別会計と区別しています。

円民生費

1,317,932
6,503,818

１世帯当たり目的

8,921

7,490

5,998,115

市民１人当たり

都市計画税
合計

円

円

円

円31,22412,925

12,816 円

円

議会費 5,305 円

79,539

農林水
産業費 13,136
市内に事業所がある法人などに対し、法人税（国税）
をもとに課税される税金

円35,613

62,977

72,582

円消防費

その他
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３．財産、市債及び一時借入金の現在高

（１）財産の現在高
公営企業会計を除いた市が所有する財産の現在高は、次のとおりです。

（２）市債の現在高

（単位：千円）

（単位：千円）

（３）一時借入金の現在高

（単位：千円）

700,000

土地 建物 自動車

　学校施設や公園、道路の新設など大規模な建設事業を計画的に整備していくには、その年度の市税や国
庫補助のみでまかなうことはできません。そこで、市は財務省や銀行などから資金の長期借入を行います
が、これを市債といいます。
　市債を活用することにより建設される施設は将来の市民も利用することになるため、世代間の負担の公
平を図ることができ、また、施設の早急な整備も可能となります。

　年度中において支出が収入を上回り、現金に不足が生じた場合に、その不足を補うために予算で定めた
限度額の範囲内で銀行等から一時的に借り入れるお金を一時借入金といいます。これの状況は次のとおり
です。

　国の地方交付税の財源が不足した場合に、地
方交付税の交付額を減らして、その穴埋めとし
て、地方公共団体自らに地方債を発行させる制
度をいいます。
　形式的には、その自治体が地方債を発行する
形式をとりますが、償還に要する費用は後年度
の地方交付税で措置されるため、実質的には地
方交付税の代わりの財源と言えます。

201,967

48,038

合計

同和対策住宅資金貸付事業
特別会計

30,000介護保険特別会計

※臨時財政対策債とは？

後期高齢者医療特別会計

※基金とは、特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するためのも
ので、条例により目的、処分等が定められています。

区分

234,306

その他

会計名

基金

3,649,961 千円

有価証券

15,952㎡ 203

現在高

0

会計名

0

簡易水道事業特別会計

現在高

0

123,929

一般会計
地方債現在高合計

2,835,113 ㎡現在高 141,570

200,000
0

一般会計
国民健康保険特別会計

特別会計
29,464,259 千円

台 千円

200,000

介護保険特別会計

0港湾施設事業特別会計
簡易水道事業特別会計

地域排水処理事業特別会計
同和対策住宅資金貸付事業特別会計

千円

土木債 
7,841,683 

26.6% 

教育債 
3,618,287 

12.3% 

総務債 
4,202,330 

14.2% 

衛生債 
2,799,158 

9.5% 

農林水産業債 
1,003,575 

3.4% 

民生債 
543,039 

1.8% 

消防債 
254,840 

0.9% 

災害復旧債 
44,632 
0.2% 

臨時財政対策債 
8,186,992 

27.8% 

その他 
969,723 

3.3% 
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４．平成26年度予算の状況

※一般会計当初予算額の推移

（単位：千円）

※この公表の数値については、表示単位未満を四捨五入しているので、
割合や合計等が一致しない場合があります。

平成25年度当初予算

18,028

536,449866,515簡易水道事業特別会計

14,247
16,01516,601

同和対策住宅資金貸付事業特別会計
港湾施設事業特別会計

19,565地域排水処理事業特別会計

1,408,007

13,512

61.5%
3.7%

△ 21.0%
44.8%

23,965,969 千円

平成26年度当初予算

22,131,192

平成25年度当初予算

介護保険特別会計

対前年度伸率

千円 8.3%

特別会計

4.6%
3.0%

△ 5.5%

6,098,461

対前年度伸率

6,381,256

平成26年度当初予算
7,410,033

会計名

後期高齢者医療特別会計
7,005,945国民健康保険特別会計
1,450,552

　平成26年度当初予算は、持続可能で安定した財政基盤を確立していくことに軸足を置きながら、子育て支
援策や対応が急がれる防災対策、新庁舎の整備など現在直面している課題の解決や、（仮称）西部スポーツセ
ンターの建設など、将来の市の総合的な発展につながる事業に重点を置いたものとなっています。
　平成26年度の予算の状況は次のとおりです。

一般会計

7,251,843 

5,950,000 

3,625,300 

3,180,433 

1,716,565 

2,241,828 

30.3% 

24.8% 

15.1% 

13.3% 

7.2% 

9.3% 

市税 

地方交付税 

市債 

国庫支出金 

県支出金 

その他 

（単位：千円） 歳 入 

7,925,653 

3,349,139 

3,220,577 

2,779,019 

2,294,750 

2,134,740 

1,040,930 

727,627 

290,784 

182,746 

20,004 

33.1% 

14.0% 

13.4% 

11.6% 

9.6% 

8.9% 

4.3% 

3.0% 

1.2% 

0.8% 

0.1% 

民生費 

公債費 

総務費 

衛生費 

教育費 

土木費 

消防費 

農林水産業費 

議会費 

商工費 

その他 

（単位：千円） 歳 出 

0

5,000,000

10,000,000

15,000,000

20,000,000

25,000,000

H22 H23 H24 H25 H26

21,623,432 

22,229,674 

23,097,757 

22,131,192 

23,965,969 

（単位：千円） 
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